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Ⅰ 調 査 概 要
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１ 調 査 目 的

これから結婚を考える世代や子どもを持つことを考える世代、子育て世代、子育てが

一段落した世代が考える「結婚観」や「家族観 「子ども・子育て観」などを把握し、」、

次期プランの策定に当たり、参考とする。

２ 調 査 設 計

(1) 調査対象者

栃木県内に居住する20歳代から50歳代までの男女

(2) 調査実施方法

インターネット調査

(3) 標本数及び標本抽出方法

2,000人以上

・調査機関が保有等するインターネット調査モニター 2,000人（性別・

年代８区分均等割当）

・県内企業等に勤務する者〔県内企業・団体約 1,200社に協力を依頼〕

(4) 調 査 内 容

問 設 問 内 容 摘要

１ 社会を維持するため、結婚や子どもを持つことへの意識

２ 結婚に対するイメージ

３ 結婚意欲 国

４ 国
結婚を望まない理由
（前問で結婚意欲がないと回答した者に限る ）。

５ 行政による結婚支援策 国

６ 理想の家族形態 国

７ 女性の生き方 国

８ ワークライフバランス 国
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問 設 問 内 容 摘要

９ 少子化進行の背景

10 理想とする子どもの人数と実際に持つ予定の子どもの人数 国

理想とする子どもの人数を持てない理由11
（前問で理想と実際の人数に差がある回答をした者に限る ）。

12 国
女性が仕事と子育ての両立を図るため、

職場で実施して欲しい取組

理想とする子どもの人数を持つために、13
今後、行政が充実すべき取組

14 若者の県外等転出に係る所感

若者の県外等転出抑制及び呼戻しのために、15
今後、行政が充実すべき取組

県内に新たな定住者を呼び込むため、
16

今後、行政が充実すべき取組

自由意見 女性の活躍推進のため、社会や家庭で取り組むこと

凡例 国：全国調査結果との比較実施

(5) 調 査 期 間

平成26年７月18日から同月31日まで（14日間）

(6) 調 査 機 関

株式会社サーベイリサーチセンター

東京都荒川区西日暮里２丁目40番10号

【 、（ ） 〔 〕】
３ 回 収 結 果

単位：人 は全体に占める割合 ％

区 分 男 性 女 性 計

回 収 数 1,707（ 55.4） 1,375（ 44.6） 3,082（100.0）
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４ 調査回答者プロフィール

【単位：人 （ ）は全体に占める割合〔％ 】
(1) 年代と性別

、 〕

区 分 男 性 女 性 計

20歳代 388（ 12.6） 372（ 12.1） 760（ 24.7）

30歳代 485（ 15.7） 368（ 11.9） 853（ 27.7）

40歳代 513（ 16.6） 371（ 12.0） 884（ 28.7）

50歳代 321（ 10.4） 264（ 8.6） 585（ 19.0）

計 1,707（ 55.4） 1,375（ 44.6） 3,082（100.0）

【単位：人 （ ）は全体に占める割合〔％ 】
(2) 居住地域と性別

、 〕

区 分 男 性 女 性 計

866（ 28.1） 768（ 24.9） 1,634（ 53.0）市街地

287（ 9.3） 197（ 6.4） 484（ 15.7）農山村地域

542（ 17.6） 403（ 13.1） 945（ 30.7）郊外の住宅地

12（ 0.4） 7（ 0.2） 19（ 0.6）その他

計 1,707（ 55.4） 1,375（ 44.6） 3,082（ 100.0）
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【単位：人 （ ）は全体に占める割合〔％ 】
(3) 居住歴と性別

、 〕

区 分 男 性 女 性 計

629（ 20.4） 591（ 19.2） 1,220（ 39.6）県内出身・県内居住

604（ 19.6） 354（ 11.5） 958（ 31.1）
県内出身・

一時、県外居住

471（ 15.3） 427（ 13.9） 898（ 29.1）県外出身・県内居住

3（ 0.1） 3（ 0.1） 6（ 0.2）その他

計 1,707（ 55.4） 1,375（ 44.6） 3,082（100.0）

【単位：人 （ ）は全体に占める割合〔％ 】
(4) 婚姻の有無・年代と性別

、 〕

区 分 男 性 女 性 計

既婚 947（ 30.7） 861（ 27.9） 1,808（ 58.7）

81（ 2.6） 133（ 4.3） 214（ 6.9）20歳代

247（ 8.0） 246（ 8.0） 493（ 16.0）30歳代

367（ 11.9） 271（ 8.8） 638（ 20.7）40歳代

252（ 8.2） 211（ 6.8） 463（ 15.0）50歳代

未婚 697（ 22.6） 409（ 13.3） 1,106（ 35.9）

303（ 9.8） 231（ 7.5） 534（ 17.3）20歳代

220（ 7.1） 100（ 3.2） 320（ 10.4）30歳代

124（ 4.0） 58（ 1.9） 182（ 5.9）40歳代

50（ 1.6） 20（ 0.6） 70（ 2.3）50歳代
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区 分 男 性 女 性 計

配偶者と死別・離別 63（ 2.0） 105（ 3.4） 168（ 5.6）

4（ 0.1） 8（ 0.3） 12（ 0.4）20歳代

18（ 0.6） 22（ 0.7） 40（ 1.3）30歳代

22（ 0.7） 42（ 1.4） 64（ 2.1）40歳代

19（ 0.6） 33（ 1.1） 52（ 1.7）50歳代

計 1,707（ 55.4） 1,375（ 44.6） 3,082（100.0）

【単位：人 （ ）は全体に占める割合〔％ 】
(5) 子どもの人数と年代

、 〕

20歳代 40歳代 50歳代 計区 分 30歳代

612( 19.9) 446( 14.5) 308( 10.0) 135( 4.4) 1,501( 48.7)０人

160( 5.2) 157( 5.1) 92( 3.0) 514( 16.7)１人 105( 3.4)

35( 1.1) 180( 5.8) 315( 10.2) 247( 8.0) 777 (25.2)２人

8( 0.3) 67( 2.2) 104 ( 3.4) 111( 3.6) 290( 9.4)３人以上

計 760( 24.7) 853( 27.7) 884( 28.7) 585( 19.0) 3,082(100.0)
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【単位：人 （ ）は全体に占める割合〔％ 】
(6) 家族形態・年代と性別

、 〕

区 分 男 性 女 性 計

単身 349（ 11.3） 137（ 4.4） 486（ 15.8）

133（ 4.3） 64（ 2.1） 197（ 6.4）20歳代

99（ 3.2） 30（ 1.0） 129（ 4.2）30歳代

70（ 2.3） 23（ 0.7） 93（ 3.0）40歳代

47（ 1.5） 20（ 0.6） 67（ 2.2）50歳代

夫婦のみ 213（ 6.9） 245（ 7.9） 458（ 14.9）

34（ 1.1） 49（ 1.6） 83（ 2.7）20歳代

60（ 1.9） 61（ 2.0） 121（ 3.9）30歳代

58（ 1.9） 53（ 1.7） 111（ 3.6）40歳代

61（ 2.0） 82（ 2.7） 143（ 4.6）50歳代

２世代世帯 867（ 28.1） 733（ 23.8） 1,600（ 51.9）

155（ 5.0） 180（ 5.8） 335（ 10.9）20歳代

261（ 8.5） 212（ 6.9） 473（ 15.3）30歳代

298（ 9.7） 213（ 6.9） 511（ 16.6）40歳代

153（ 5.0） 128（ 4.2） 281（ 9.1）50歳代
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区 分 男 性 女 性 計

３世代世帯 202（ 6.6） 184（ 6.0） 386（ 12.5）

44（ 1.4） 49（ 1.6） 93（ 3.0）20歳代

42（ 1.4） 49（ 1.6） 91（ 3.0）30歳代

71（ 2.3） 61（ 2.0） 132（ 4.3）40歳代

45（ 1.5） 25（ 0.8） 70（ 2.3）50歳代

その他世帯 76（ 2.5） 76（ 2.5） 152（ 4.9）

22（ 0.7） 30（ 1.0） 52（ 1.7）20歳代

23（ 0.7） 16（ 0.5） 39（ 1.3）30歳代

16（ 0.5） 21（ 0.7） 37（ 1.2）40歳代

15（ 0.5） 9（ 0.3） 24（ 0.8）50歳代

1,707（ 55.4） 1,375（ 44.6） 3,082（100.0）計
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【単位：人 （ ）は全体に占める割合〔％ 】
(7) 職業と性別

、 〕

区 分 男 性 女 性 計

179（ 5.8） 69（ 2.2） 248（ 8.0）自営業主・家族従業者

1,145（ 37.2） 438（ 14.2） 1,583（ 51.4）正社員

61（ 2.0） 88（ 2.9） 149（ 4.8）派遣・契約・嘱託社員

54（ 1.8） 295（ 9.6） 349（ 11.3）パート・アルバイト

120（ 3.9） 45（ 1.5） 165（ 5.4）公務員・公社等団体職員

5（ 0.2） 329（ 10.7） 334（ 10.8）専業主夫・主婦

33（ 1.1） 35（ 1.1） 68（ 2.2）学生

86（ 2.8） 62（ 2.0） 148（ 4.8）無職

24（ 0.8） 14（ 0.5） 38（ 1.2）その他

計 1,707（55.4） 1,375（ 44.6） 3,082（100.0）
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Ⅱ 調 査 結 果
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１ 人口減少に対する県民の現状認識

(1) 社会を維持するため、結婚し、子どもを持つことへの意識

➢ 社会を維持するため、結婚し、子どもを持つことについて、全体の約77％の

者が「当然」又は「結婚や子どもを持つかは個人の自由だが、社会を維持する

責任はある」と回答

上記の意識は、年代が低いほど、低下【図表１】

社会を維持するため、結婚し、子どもを持つことへの意識（設問１）【設問概要】

【回答結果】

図表１：全体/年代別集計

≪ 凡例 ≫

■ 社会を維持するため、結婚し、子どもを持つことは当然

結婚や子どもを持つかは個人の自由だが、社会を維持する責任はある■

結婚や子どもを持つかは個人の自由であり、その結果、社会にどの■

ような影響が出てもやむを得ない

その他（任意記載）■

＜その他の意見（抄）＞

・義務や責任を論じる前に、結婚し、子どもを持つことができる社会環境の整備

が必要（40歳代・男性 外９件）

・結婚や出産には、個人の身体的な事情なども関係するため、絶対にこうあるべ

きというものはない （20歳代・女性 外７件）。

21.4

18.9

16.8

15.7

18.0

59.3

61.4

60.3

55.8

59.3

16.8

15.6

19.6

27.0

19.7

2.6

4.1

3.4

1.6

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50歳代

（n=585）

40歳代

（n=884）

30歳代

（n=853）

20歳代

（n=760）

全 体

（n=3,082）
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(2) 若者の県外等転出に係る所感

➢ 子どもを生み育て、経済や地域を支える若者の都市部や県外への転出につい

て、全体の約59％の者が「何らかの対策を講じるべき」と回答

上記の意識は、年代が低いほど、低下【図表２】

地域を支える若者の農山村から都市へ、地方から東京への転出に係る【設問概要】

所感（設問14）

【回答結果】

図表２：全体/年代別集計

≪ 凡例 ≫

何らかの対策を講じるべき■

やむを得ない■

その他（任意記載）■

＜その他の意見（抄）＞

、 （ ）・県外転出を食い止めるのではなく 転入を増やす努力もすべき 50歳代・男性

63.6

59.5

59.6

54.6

59.1

33.3

37.4

38.7

44.5

38.7

3.1

3.1

1.8

0.9

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50歳代

（n=585）

40歳代

（n=884）

30歳代

（n=853）

20歳代

（n=760）

全 体

（n=3,082）
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２ 結婚観

(1) 結婚に対するイメージ

、 「 」 「 」、「 」➢ 結婚に対するイメージは 全体及び男女別ともに 責任 や 安定 喜び

の回答が上位

男女別では、男性は女性と比較して「責任」の回答割合が、女性は男性と

比較して「安定」の回答割合が高い 【図表３】。

結婚に対するイメージ（設問２）【設問概要】

【回答結果】

図表３：全体/男女別集計

≪凡 例≫ 全 体（n=3,082）■

男 性（n=1,707）■

女 性（n=1,375）■

3.2%

4.9%

6.4%

17.3%

38.8%

29.4%

4.5%

6.4%

9.6%

22.6%

19.4%

37.4%

3.9%

5.8%

8.2%

20.2%

28.0%

33.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

束 縛

負 担

希 望

喜 び

安 定

責 任
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(2) 結婚意欲

➢ 未婚者の約78％の者が「結婚したい （ すぐにでも結婚したい 「２～３」「 」、

年以内には結婚したい」又は「いずれは結婚したい ）と回答」

結婚意欲は、年代が高いほど、低下【図表４】

➢ 20歳代及び30歳代の未婚者の「結婚したい」と回答した割合（約84％）は、

全国調査の結果（約86％）と同程度【図表５】

➢ 性別・職業別において「すぐにでも結婚したい」と回答した割合は、学生を

除き、男性は正社員で高く、派遣・契約・嘱託職員、パート・アルバイト及び

無職で低い傾向があるが、女性では職業別による差はない 【図表６】。

未婚者の結婚意欲（設問３）【設問概要】

【回答結果】

≪ 図表４・５・６凡例 ≫

■ すぐにでも結婚したい

２～３年以内には、結婚したい■

いずれは、結婚したい■

結婚するつもりはない■

図表４：全体/年代別集計

7.1

17.6

16.6

13.7

14.7

1.4

6.6

20.6

27.2

20.3

31.4

44.0

42.8

45.1

43.4

60.0

31.9

20.0

14.0

21.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50歳代

（n=70）

40歳代

（n=182）

30歳代

（n=320）

20歳代

（n=534）

全 体

(n=1,106)
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図表５：20歳代及び30歳代集計/全国調査結果

全国調査結果出典：内閣府「平成22年度結婚・家族形成に関する調査報告書」

図表６：男女別/職業別集計

13.9%

14.8%

21.7%

24.7%

50.4%

44.3%

14.0%

16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 国

(n=8,104)

栃木県

（n=854）

20.1%

15.9%

28.1%

22.9%

41.2%

42.3%

10.6%

18.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女 性

（n=199）

男 性

（n=402）

正 社 員

23.1%

8.7%

15.4%

2.2%

40.0%

43.5%

21.5%

45.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女 性

（n=65）

男 性

（n=46）

パート・アルバイト

21.1%

3.1%

5.3%

44.7%

48.4%

28.9%

45.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女 性

（n=38）

男 性

（n=64）

無 職

18.2%

8.1%

33.3%

13.5%

21.2%

56.8%

27.3%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女 性

（n=33）

男 性

（n=37）

派遣・契約・嘱託職員

8.6%

3.0%

25.7%

21.2%

48.6%

63.6%

17.1%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女 性

（n=35）

男 性

（n=33）

学 生

※ 「自営業種」及び「公務員・公社等の職員」については、

標本数が少ないのため、未集計

※ 「自営業主・家族従業者」及び「公務員・公社等の

職員」については、標本数が少数のため、未集計
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(3) 結婚を望まない理由

➢ 20歳代及び30歳代の未婚者の結婚を望まない理由には、男女ともに「結婚の

必要性を感じない 「自分のお金や時間が自由に使えなくなる」など、積極的」、

に結婚しない理由が多く挙げられた一方、男性では「経済的な不安 、女性で」

は「異性とうまく付き合えない」など、結婚できない理由も上位【図表７】

➢ 40歳以上では 「年齢などの理由」の回答割合が増加【図表７】、

（ ）【 】設問概要 結婚を望まない理由 結婚するつもりはない の回答者を対象（ ）「 」 設問４

【回答内容】

図表７：全体・男女別・年代別集計表

経済的な不安

異性とうまく付き合えない

恋愛が面倒

結婚に魅力や必要性を

感じない

独身の気楽さを失いたくない

家庭を持つと責任が重くなる

自分のお金や時間が

自由に使えなくなる

年齢などの理由

仕事・学業に専念したい

その他

（任意記載）

結
婚
で
き
な
い
理
由

結
婚
し
な
い
理
由

8.3%

5.6%

5.6%

6.9%

5.6%

5.6%

16.7%

8.3%

47.2%

16.7%

27.8%

19.4%

5.6%

27.8%

18.1%

16.7%

16.7%

11.1%

15.3%

47.2%

61.1%

38.9%

48.6%

13.9%

38.9%

44.4%

27.8%

5.6%

16.7%

11.1%

9.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

女 性

6.3%

6.5%

7.0%

6.6%

2.2%

5.3%

2.4%

31.3%

10.9%

1.8%

15.6%

18.8%

26.1%

38.6%

27.5%

28.1%

32.6%

24.6%

28.1%

29.7%

39.1%

36.8%

34.7%

14.1%

13.0%

24.6%

17.4%

40.6%

34.8%

29.8%

35.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

40歳～

30歳代

20歳代

全 体

男 性
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(4) 行政による結婚支援策

➢ 結婚支援策は、全体及び３年以内に結婚したいと回答した者（ すぐにでも「

結婚したい」又は「２～３年以内には結婚したい」の回答者）ともに「経済対

策による収入の増加」や「職場環境の充実の働きかけ 「雇用機会の提供」が」、

上位で、全国調査の結果と同様【図表８】

➢ 男女別では、全体及び３年以内に結婚したいと回答した女性は、男性と比較

して 「職場環境の充実の働きかけ」の回答割合が高い。、

３年以内に結婚したいと回答した男性は、女性と比較して「出会いの場の提

供・結婚セミナー開催」の回答割合が高い 【図表９】。

行政による結婚支援策（設問５）【設問概要】必要な

【回答内容】

図表８：全体及び３年以内に結婚したいと回答した者集計/全国調査結果

≪凡例≫ 栃木県 全国■ ■

全国調査結果出典：内閣府「少子化対策の大綱見直しに向けた意識調査 （平成26年３月）」

16.2%

2.0%

14.5%

18.4%

45.7%

45.8%

47.3%

5.2%

3.4%

6.2%

10.3%

11.2%

37.7%

43.1%

59.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

全 体

（栃木県 n=3,082）

（全 国 n=10,000） 10.1%

1.9%

17.0%

19.5%

42.0%

48.7%

50.9%

2.8%

2.3%

7.2%

6.5%

15.0%

35.1%

47.3%

64.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

３年以内に結婚したい者

（栃木県 n=387）

（全 国 n=2,000）

経済対策による収入の増加

夫婦がともに働き続けられる

職場環境の充実の働きかけ

安定した雇用機会の提供

出会いの場の提供・

結婚セミナーの開催

家庭を持つ意義などの

意識啓発

結婚の悩みの

相談支援体制の充実

行政の支援策は

必要ない

その他（任意記載）
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図表９：全体及び３年以内に結婚したいと回答した者の男女別集計

≪凡例≫ 男性 女性■ ■

＜その他の意見（抄）＞

、 （ ）・結婚した者に対する減税など メリットを感じる施策 30歳代・男性 外４件

・経済的支援ではなく、結婚するという空気感が必要（30歳代・男性）

2.3%

7.0%

4.1%

9.9%

37.2%

56.4%

67.4%

3.3%

4.2%

7.4%

8.4%

19.1%

33.5%

40.0%

62.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

３年以内に結婚したい者

3.6%

1.7%

5.8%

9.9%

10.6%

39.1%

51.9%

58.3%

6.4%

4.8%

6.5%

10.7%

11.6%

36.6%

36.0%

59.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

全 体

経済対策による収入の増加

夫婦がともに働き続けられる

職場環境の充実の働きかけ

安定した雇用機会の提供

出会いの場の提供・

結婚セミナーの開催

家庭を持つ意義などの

意識啓発

結婚の悩みの

相談支援体制の充実

行政の支援策は

必要ない

その他（任意記載）

（男性 n=1,707）

（女性 n=1,375）

（男性 n=215）

（女性 n=172）
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３ 家族観

(1) 理想と実際に予定する子どもの人数（平均値）

➢ 全体の理想とする子どもの人数は「2.39人 、実際に予定する子どもの人数」

は「1.77人」

女性は、年代が高いほど、理想とする子どもの人数と実際に予定する子ども

の人数の差が拡大【図表10】

➢ 既婚者（50歳未満）の理想とする子どもの人数は「2.49人」で、全国調査の

結果の「2.42人」を上回った。

一方、実際に予定する子どもの人数は「1.93人」であり、全国調査の結果の

「2.07人」を下回った 【図表11】。

➢ 未婚者（20～34歳・結婚意欲あり）の理想とする子どもの人数は、男性は

「2.35人 、女性は「2.34人」であり、全国調査の結果の男性「2.04人 、女性」 」

「2.12人」をいずれも上回った 【図表12】。

理想とする子どもの人数と実際に予定する子どもの人数（設問10）【設問概要】

【回答結果】

図表10：全体/男女別・年代別（既婚者・未婚者）集計

≪全体（平均値）≫ ≪男性（平均値）≫ ≪女性（平均値）≫

区 分 理 想 予 定 差 理 想 予 定 差 理 想 予 定 差

20歳代 2.28 1.66 0.62 2.34 1.83 0.51

30歳代 2.39 1.77 0.62 2.34 1.76 0.58 2.37 1.70 0.67

40歳～ 2.45 1.87 0.58 2.42 1.71 0.71
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図表11：既婚者（50歳未満）の理想・予定の子どもの人数（平均値）

区 分 理 想 予 定 差

2.49人 1.93人 0.56人
栃 木 県

（n=1,345）

2.42人 2.07人 0.35人
全 国

（n=6,490）

全国調査結果出典：国立社会保障・人口問題研究所

『第14回 平成22年 出生動向基本調査 結婚と出産に関する全国調査 夫婦調査 』（ ） （ ）

図表12：未婚者（20～34歳・結婚意欲あり）の理想とする子どもの人数（平均値）

区 分 男 性 女 性

2.35人 2.34人
栃 木 県

（n=347） （n=262）

2.04人 2.12人
全 国

（n=3,084） （n=2,993）

全国調査結果出典：国立社会保障・人口問題研究所

『第14回 平成22年 出生動向基本調査 結婚と出産に関する全国調査 独身者調査 』（ ） （ ）

（注）理想とする子どもの人数及び実際に予定する子どもの人数の平均値は、各々の

子どもの人数の回答「５人以上」を、５人として算出
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(2) 女性の生き方

① 女性の理想と実際の生き方（女性回答）

➢ 既婚女性（50歳未満）が、理想の生き方として、妊娠・出産後も働く（ 子「

育て一段落後、再就職」又は「仕事と子育ての両立」）と回答した割合は

約76％、実際にそう（そうなりそう）と回答した割合は約64％であり、理想と

実際に乖離（約12％）があるが、その割合は全国調査の結果（約21％）より低

い 【図表13】。

➢ 未婚女性（20～34歳）が、理想の生き方として、妊娠・出産後も働くと回答

した割合（約75％）は、全国調査の結果（約66％）より高く、左記に伴い、理

想と実際の乖離割合（栃木県約16％・全国約５％）も高い 【図表14】。

➢ 理想の生き方について、年代別では、他と比較し、20歳代の者の「仕事と子

」 、「 、 」 。【 】育ての両立 の回答割合が低く 子育て一段落後 再就職 が高い 図表15

女性が考える理想と実際の（実際になりそうな）生き方（設問７）【設問概要】

【回答結果】

≪図表13・14・15凡例≫ 理想の生き方 実際の生き方■ ■

≪図表13・14・15用語≫ ：結婚するが 子どもは持たず 仕事を続けるＤＩＮＫＳ 、 、

図表13：既婚者集計/全国調査結果

全国調査結果出典：

(株)リクルート ブライダル総研「女性の働き方アンケート （平成24年３月）」

4.6%

8.0%

25.9%

26.9%

34.6%

0.9%

1.1%

2.2%

19.6%

34.0%

42.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

栃 木 県

22.1%

3.6%

30.1%

15.9%

28.5%

12.9%

2.3%

1.0%

18.8%

22.3%

42.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

全 国

子育て一段落後、

再就職

仕事と子育ての

両立

専業主婦

ＤＩＮＫＳ

結婚せず、

仕事に専念

その他

（任意記載） （n=650） （n=309）
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図表14：未婚者集計/全国調査結果

全国調査結果出典：国立社会保障・人口問題研究所

『第14回 平成22年 出生動向基本調査 結婚と出産に関する全国調査 独身者調査 』（ ） （ ）

図表15：年代別集計

1.4%

23.9%

6.6%

9.0%

24.2%

34.9%

0.3%

3.1%

3.5%

18.3%

31.5%

43.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

栃 木 県

9.5%

17.7%

2.9%

9.1%

24.7%

36.1%

6.3%

4.9%

3.3%

19.7%

30.6%

35.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

全 国

子育て一段落後、

再就職型

仕事と子育ての

両立

専業主婦

ＤＩＮＫＳ

結婚せず、

仕事に専念

その他

（任意記載） （n=289） （n=3,406）

1.9%

15.3%

5.6%

15.9%

24.2%

37.1%

0.3%

2.7%

2.4%

17.5%

29.8%

47.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

20 歳 代

（n=372） 2.2%

11.4%

10.3%

20.1%

27.2%

28.8%

1.1%

1.9%

4.1%

19.0%

34.5%

39.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

30 歳 代

（n=368）

5.4%

12.7%

7.8%

19.5%

23.2%

31.5%

1.3%

2.4%

3.5%

21.8%

33.7%

37.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

40 歳 代

（n=371） 2.3%

7.2%

6.1%

28.1%

22.3%

34.1%

1.5%

3.4%

3.8%

14.4%

35.2%

41.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

50 歳 代

（n=264）

子育て一段落後、

再就職

仕事と子育ての

両立

専業主婦

ＤＩＮＫＳ

結婚せず、

仕事に専念

その他

（任意記載）

子育て一段落後、

再就職

仕事と子育て

両立

専業主婦

ＤＩＮＫＳ

結婚せず、

仕事に専念

その他

（任意記載）



- -25

＜その他の意見（抄）＞

理想の生き方

・結婚はせず、子どもを持つ （30歳代・女性）。

・結婚はせず、パートナーといい関係で付き合う （40歳代・女性）。

実際の生き方

・ひとり親家庭（20歳代・女性 外３件）
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② 妻又は妻となる女性に望む生き方（男性回答）

➢ 男性が、妻又は妻となる女性に望む生き方は 「子育て一段落後、再就職 、、 」

「仕事と子育ての両立」が上位で、全国調査の結果と同様

、 、「 、 」 、栃木県は 全国と比較して 子育て一段落後 再就職 の回答割合が高く

「仕事と家庭の両立」の回答割合は低い 【図表16】。

男性が考える妻又は妻となる女性に望む生き方（設問７）【設問概要】

【回答結果】

図表16：全体集計/全国調査結果

≪凡 例≫ 栃木県 全国■ ■

≪用 語≫ ：結婚するが 子どもは持たず 仕事を続けるＤＩＮＫＳ 、 、

全国調査結果出典：

男女の能力発揮とライフプランに対する意識調査報告書 （平成21年７月）内閣府「 」

＜その他の意見（抄）＞

・妻の意見を尊重する （20歳代・男性 外22件）。

・家庭を取り巻く環境や社会情勢により変わる （30歳代・男性）。

19.0%

5.7%

34.2%

41.2%

3.5%

1.7%

7.7%

26.9%

60.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

子育て一段落後、

再就職

仕事と子育ての

両立

専業主婦

ＤＩＮＫＳ

その他

（任意記載）
（栃木県 n=1,477）

（全 国 n=5,058）
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(3) 男性の働き方

① 男性の理想と実際の働き方（男性回答）

➢ 男性が考える理想の働き方は 「仕事と家庭の両立」が最上位で、全国調査、

の結果と同様【図表17】

➢ 実際の働き方では 「仕事と家庭の両立」を理想の働き方と回答した者で、、

実際に両立していると回答した者は約24％で、約67％の者は「仕事に専念」又

は「仕事を優先」と回答【図表18③】

男性が考える理想と実際の（実際になりそうな）働き方（設問８）【設問概要】

【回答結果】

図表17：全体集計/全国調査結果

≪凡 例≫ 理想の働き方 実際の働き方■ ■

全国調査結果出典：

厚生労働省『平成20年度両立支援に係る諸問題に関する総合的調査研究』

0.6%

17.0%

57.0%

3.3%

22.1%

1.2%

8.6%

19.4%

12.4%

58.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

全 国

1.1%

2.2%

15.3%

50.3%

9.4%

21.7%

0.5%

4.5%

7.6%

12.8%

17.6%

56.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

栃 木 県

（n=1,707）

仕事と家庭の

両立

どちらかと言えば、

家庭を優先

どちらかと言えば、

仕事を優先

仕事に専念

家庭に専念

その他

（任意記載）
（n=1,024）
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図表18：理想の働き方/実際の働き方

＜その他の意見（抄）＞

理想/実際の生き方

・趣味を優先（30歳代・男性 外３件）

0.5%

3.7%

5.5%

17.4%

51.1%

21.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

②【理想の働き方：仕事を優先】

0.8%

2.3%

6.9%

13.8%

29.2%

46.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

①【理想の働き方：仕事に専念】

（n=130） （n=219）

0.8%

1.2%

6.8%

23.9%

55.9%

11.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

③【理想の働き方：仕事と家庭の両立】

0.7%

2.3%

17.9%

20.6%

48.5%

10.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

④【理想の働き方：家庭を優先】

9.2%

25.0%

27.6%

23.7%

14.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

⑤【理想の働き方：家庭に専念】

（n=972）

（n=76）

（n=301）

77.8%

22.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

⑥【理想の働き方：その他】

（n=9）

仕事に専念

どちらかと言えば、

仕事を優先

仕事と家庭の

両立

どちらかと言えば、

家庭を優先

家庭に専念

その他

（任意記載）

【
現
実
の
働
き
方
】

仕事に専念

どちらかと言えば、

仕事を優先

仕事と家庭の

両立型

どちらかと言えば、

家庭を優先

家庭に専念

その他

（任意記載）

【
現
実
の
働
き
方
】

仕事に専念

どちらかと言えば、

仕事を優先

仕事と家庭の

両立

どちらかと言えば、

家庭を優先

家庭に専念

その他

（任意記載）

【
現
実
の
働
き
方
】
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② 夫又は夫となる男性に望む働き方（女性回答）

➢ 女性が、夫又は夫となる男性に求める働き方は 「仕事と家庭の両立」が最、

上位【図表19】

女性が考える夫又は夫となる男性に求める働き方（設問８）【設問概要】

【回答結果】

図表19：全体集計

＜その他の意見（抄）＞

・仕事優先はやむを得ないが、休日は家事・育児を優先（50歳代・女性）

0.6%

2.3%

9.2%

29.1%

9.5%

49.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

（n=1,198）

仕事と家庭の

両立

どちらかと言えば、

家庭を優先

どちらかと言えば、

仕事を優先

仕事に専念

家庭に専念

その他

（任意記載）
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(4) 理想の家族形態

「 」 「 」 、➢ 理想の家族形態は 祖父母と近居 や 祖父母とは離れて暮らす が上位で

全国調査の結果と同様

栃木県は、全国と比較して「祖父母と近居」や「祖父母とは離れて暮らす」

の回答割合が高く 「祖父母と同居」や「夫婦のみの２人暮らし」の回答割合、

が低い 【図表20】。

➢ 男女別では、女性の「母方の祖父母と近居」の回答割合が高い 【図表21】。

➢ 「祖父母と近居」又は「祖父母と同居」を理想の家族形態とする20歳代及び

30歳代の者は、理想とする子どもの人数が多い傾向【図表22】

理想の家族形態（設問６）【設 問】

【回答結果】

図表20：全体集計/全国調査結果

全国調査結果出典：

内閣府『平成25年度家族と地域における子育てに関する意識調査報告書』

1.0%

2.9%

3.7%

5.0%

18.6%

7.4%

父方 16.2%

父方 10.2%

21.7%

28.6%

父方 17.3%

父方 16.6%

母方 4.4%

母方 3.5%

母方 14.5%

母方 25.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県親と子どもで暮らし、

父方又は母方の祖父母と近居

親と子どもで暮らし、

祖父母とは離れて暮らす

親と子ども、

父方又は母方の祖父母と同居

夫婦のみの２人暮らし

その他（任意記載）

ひとり暮らし

計 42.4%

計 31.8%

計 13.7%

計 20.6%

（栃木県 n=3,082）

（全 国 n=1,639）
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図表21：全体集計/全国調査結果

全国調査結果出典：

内閣府『平成25年度家族と地域における子育てに関する意識調査報告書』

図表22：主な理想の家族形態別の理想的な子どもの人数（20歳代・30歳代）回答割合

≪凡 例≫ ０人 １人 ２人 ３人以上■ ■ ■ ■

＜その他の意見（抄）＞

・親と子どもで暮らし、父方及び母方の祖父母と近居（20歳代・男性 外26件）

・理想の家族形態は、その時々で異なる （30歳代・女性 外11件）。

・親と子ども、父方及び母方の祖父母と同居（30歳代・男性 外10件）

1.0%

1.4%

1.0%

3.2%

6.0%

1.9%

43.0%

55.8%

46.4%

52.6%

36.9%

50.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親と子どもで暮らし、

父方又は母方の祖父母と近居
（n=699）

親と子どもで暮らし、

祖父母とは離れて暮らす
（n=279）

親と子ども、

父方又は母方の祖父母と同居

（n=186）

1.0%

3.5%

3.2%

6.7%

18.4%

7.4%

父方 18.4%

父方 14.6%

22.3%

29.6%

父方 21.2%

父方 20.9%

母方 3.6%

母方 2.3%

母方 9.3%

母方 15.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

男 性

親と子どもで暮らし、

父方又は母方の祖父母と近居

親と子どもで暮らし、

祖父母とは離れて暮らす

親と子ども、

父方又は母方の祖父母と同居

夫婦のみの２人暮らし

その他（任意記載）

ひとり暮らし

1.0%

2.2%

4.0%

2.8%

18.8%

7.5%

父方 14.4%

父方 4.7%

21.3%

27.4%

父方 14.3%

父方 11.2%

母方 5.0%

母方 5.1%

母方 18.7%

母方 39.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

全 国

栃木県

女 性

計 36.0%

計 30.5%

計 16.9%

計 22.0%

計 50.3%

計 33.0%

計 9.8%

計 19.4%

（栃木県 n=1,707）

（全 国 n=723）

（栃木県 n=1,375）

（全 国 n=916）
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４ 少子化対策

(1) 少子化進行の背景

➢ 少子化進行の背景は、全体及び男女別ともに 「結婚に対する意識の変化」、

や「将来への不安 「子育て費用・教育費用の増加」の回答が上位」、

男女別では、女性は男性と比較して「結婚に対する意識の変化」や「将来へ

の不安」の回答割合が高い 【図表23】。

少子化進行の背景（設問９）【設問概要】

【回答結果】

図表23：全体/男女別集計

≪凡 例≫ 全体 男性 女性■ ■ ■

＜その他の意見（抄）＞

・安心して子どもを生み育てられる社会環境にない （30歳代・女性 外11件）。

・昔に比べて、趣味や娯楽の多様化などで「やりたいこと」が増えて、人生の選

択肢が広がったため（30歳代・男性 外２件）

・自分に自信がないという若者が多い （40歳代・男性）。

3.4%

2.6%

9.2%

13.1%

26.8%

40.2%

43.8%

47.0%

4.8%

4.3%

10.9%

13.6%

25.7%

41.9%

39.1%

39.0%

4.2%

3.5%

10.1%

13.4%

26.2%

41.1%

41.2%

42.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

（複数回答）

（全体 n=3,082）

（男性 n=1,707）

（女性 n=1,375）

晩婚や未婚など、

結婚に対する意識の変化

子育てや教育に要する

費用の増大

女性の社会進出の進展

核家族化の進行など、

家族形態の変化

子どもを持たないなど、

家族に対する意識の変化

景気悪化や雇用形態の変化等

将来への不安の増加

その他（任意記載）

仕事が忙しい
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(2) 理想とする子どもの人数を持てない理由

➢ 実際に予定する子どもの人数が理想とする子どもの人数を下回る回答をした

、 、「 」 、「 」者において １人目を持てない理由は 経済的な不安 の外 年齢上の理由

や「親になることや・子育てへの不安」の回答が上位【図表24②】

２人目以降は 「経済的な不安」や「年齢上の理由」の外 「身体的・精神的、 、

負担」や「仕事と子育ての両立が難しい」の回答が上位【図表24③・④】

➢ 年代別では、年代が低いほど、経済的理由や子育てに関する理由の回答割合

が高く、年代が高いほど、年齢・身体的理由の回答割合が高い 【図表25】。

理想とする子どもの人数を持てない理由（設問11）【設問概要】

【回答結果】

図表24：理想・予定する子どもの人数別集計

3.5%

4.1%

4.5%

7.2%

7.6%

8.1%

18.3%

28.9%

29.5%

34.8%

73.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

① 全 体
（複数回答）

（n=1,550）
8.2%

2.7%

0.5%

14.5%

11.4%

20.9%

19.1%

35.0%

12.3%

20.5%

49.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

② 理想１人以上予定０人
（複数回答）

（n=220）

ほしいけれどできない

経済的な不安

妊娠・出産・子育ての

身体的・精神的負担

仕事と子育ての両立が難しい

年齢上の理由

安心して子どもを

生み育てられる環境にない

親になることや子育てへの不安

その他（任意記載）

健康上の理由

家族から子育てへの

協力が得られない

配偶者が望まない

3.4%

4.8%

3.2%

5.8%

9.0%

8.6%

19.9%

30.5%

28.3%

37.6%

72.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

③ 理想２人以上予定1人
（複数回答）

（n=498）
2.3%

4.1%

6.4%

6.1%

5.8%

4.3%

17.1%

26.3%

34.7%

36.9%

80.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

④ 理想３人以上予定２人以上
（複数回答）

（n=832）

ほしいけれどできない

経済的な不安

妊娠・出産・子育ての

身体的・精神的負担

仕事と子育ての両立が難しい

年齢上の理由

安心して子どもを

生み育てられる環境にない

親になることや子育てへの不安

その他（任意記載）

健康上の理由

家族から子育てへの

協力が得られない

配偶者が望まない
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図表25：男女別/年代別集計

（20歳代 n=760 30歳代 n=853 40歳～ n=1,469）

＜その他の意見（抄）＞

・子どもに障害があり、躊躇する （30歳代・男性 外１件）。

・未来に希望が持てないため（30歳代・男性 外１件）

今の仕事が

続けられるか不安

ほしいけれどできない

安心して子どもを生み

育てられる環境にない

家族から子育てへの

協力が得られない

経済的な不安

仕事と子育ての

両立が難しい

年齢上の理由

健康上の理由

妊娠・出産・子育ての

身体的・精神的負担

親になることや

子育てへの不安

配偶者が望まない

その他（任意記載）

2.8%

3.3%

4.9%

1.8%

2.4%

1.1%

7.0%

5.7%

2.2%

4.3%

8.6%

16.3%

15.0%

19.2%

28.3%

28.1%

30.6%

32.6%

7.0%

4.5%

3.3%

9.3%

6.1%

2.7%

37.1%

28.2%

4.3%

14.0%

16.3%

15.2%

24.8%

28.2%

35.3%

74.9%

78.8%

85.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～
30歳代

20歳代

40歳～
30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

男 性

4.7%

2.9%

2.3%

11.5%

5.2%

2.9%

2.9%

2.4%

1.7%

5.3%

7.6%

13.3%

15.9%

17.6%

19.1%

34.2%

44.8%

47.4%

12.4%

9.0%

3.5%

11.5%

7.6%

3.5%

36.6%

38.6%

10.4%

8.0%

11.9%

6.4%

25.4%

29.5%

43.9%

57.2%

70.5%

84.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～
30歳代

20歳代

40歳～
30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

40歳～

30歳代

20歳代

女 性

経
済
的
理
由

子
育
て
に
関
す
る
理
由

年
齢
・
身
体
的
理
由

夫
婦
に
関
す
る
理
由

（複数回答） （複数回答）
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(3) 行政が充実すべき少子化対策

➢ 少子化対策は 全体及び年代別ともに 経済対策による収入の増加 や 安、 、「 」 「

心して子どもを預けられる施設の充実 「職場環境の充実の働きかけ」の回答」、

が上位【図表26】

➢ 実際に予定する子どもの人数が多いほど、経済的支援の充実の回答割合が高

い 【図表27】。

理想とする人数の子どもを持つために、行政が充実すべき対策（設問13）【設問概要】

【回答結果】

図表26：全体/年代別集計

2.0%

4.8%

5.7%

11.0%

11.2%

20.6%

23.8%

26.4%

32.8%

35.9%

38.8%

48.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

全 体
（複数回答）

（n=2,952） 1.2%

4.7%

5.8%

9.8%

12.5%

24.6%

19.6%

26.5%

30.4%

35.6%

36.7%

56.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

20 歳 代
（複数回答）

（n=728）

夫婦で子育ての意識啓発

経済対策による収入の増加

保育所等の安心して子どもを

預けられる施設の充実

仕事と子育てが両立できる

職場環境の充実などの働きかけ

子育てに係る経済的支援の充実

安定した雇用機会の提供

妊娠・出産に係る

経済的支援の充実

教育に係る経済的支援の充実

妊娠・出産を契機とした

離職者への再就職支援の充実

女性のキャリアプラン教育の推進

その他（任意記載）

地域の相談支援体制の充実

1.8%

4.9%

5.8%

10.4%

9.2%

23.4%

26.2%

25.5%

35.0%

36.5%

39.2%

50.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

30 歳 代
（複数回答）

（n=816） 2.4%

4.9%

5.5%

11.9%

11.8%

16.8%

24.6%

26.9%

32.8%

35.4%

39.6%

43.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

40 歳 ～
（複数回答）

（n=1,408）

夫婦で子育ての意識啓発

経済対策による収入の増加

保育所等の安心して子どもを

預けられる施設の充実

仕事と子育てが両立できる

職場環境の充実などの働きかけ

子育てに係る経済的支援の充実

安定した雇用機会の提供

妊娠・出産に係る

経済的支援の充実

教育に係る経済的支援の充実

妊娠・出産を契機とした

離職者への再就職支援の充実

女性のキャリアプラン教育の推進

その他（任意記載）

地域の相談支援体制の充実
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図表27：理想と予定する子どもの人数別集計

＜その他の意見（抄）＞

・収入が増えても、税金が増えては意味がないため、行財政改革の徹底により

無駄をなくすことや減税が必要（20歳代・男性 外８件）

・不妊治療費の助成の拡充（30歳代・女性 外８件）

妊娠・出産に係る

経済的支援の充実

安定した雇用機会の提供

地域の相談支援体制の充実

妊娠・出産を契機とした

離職者への再就職支援の充実

経済対策による収入の増加

仕事と子育てが両立できる

職場環境の充実の働きかけ

保育所等の安心して

子どもを預けられる施設の充実

子育てに係る

経済的支援の充実

教育に係る

経済的支援の充実

夫婦で子育ての意識啓発

女性のキャリアプラン

教育の推進

その他（任意記載）

1.9%

2.6%

5.0%

10.5%

12.0%

10.9%

4.6%

4.6%

6.4%

11.2%

9.6%

9.1%

22.6%

22.5%

14.5%

27.6%

19.9%

18.2%

36.3%

35.1%

18.2%

5.5%

6.8%

7.3%

37.6%

41.4%

38.2%

25.9%

27.1%

36.4%

36.1%

38.4%

31.4%

48.9%

49.8%

47.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

理想３人以上・予定２人以上

理想２人以上・予定１人

理想１人以上・予定０人

生
活
基
盤
の
整
備

経
済
的
支
援
の
充
実

地
域
の
子
育
て
□

支
援
体
制
の
整
備

意
識
啓
発
等

そ

の

他
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(4) 女性が仕事と子育ての両立を図るため、職場で実施してほしい取組

➢ 女性の仕事と子育ての両立のため、職場で実施してほしい取組は、栃木県では

全体、男女別及び子どもを有する女性ともに 「多様な働き方の導入」や「上司や、

同僚の理解促進・職場の雰囲気づくり 「育児休業の希望期間の取得」の回答が」、

上位

子どもを持つ女性では 「業務内容への配慮」の回答割合も高い 【図表28】、 。

➢ 全国調査の結果では 「多様な働き方の導入」の回答割合は低く 「上司や同僚、 、

の理解促進・職場の雰囲気づくり 「育児休業等が利用できること」の回答割合」、

が高く、栃木県と傾向が異なる 【図表29】。

女性の仕事と子育ての両立のため、職場で実施してほしい取組（設問12）【設問概要】

【回答結果】

図表28：≪栃木県≫全体/子どもを有する女性/男女別集計

3.5%

12.2%

16.0%

22.3%

22.6%

23.6%

35.0%

44.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

全 体

（ｎ=3,082）

（複数回答）

3.2%

10.5%

13.5%

23.5%

21.1%

18.1%

31.0%

52.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

子どもを有する女性

（ｎ=801）

（複数回答）

フレックスタイムなどの

多様な働き方の導入

上司や同僚の理解促進

職場の雰囲気づくり

育児休業の

希望期間の取得

育児休業中や復帰後の

サポート体制の充実

残業や休日出勤が

必要ない業務への配慮

育児休業取得者に

不利な扱いをしない

育児休業の

法定期間以上の取得

その他（任意記載）

3.3%

12.9%

16.2%

22.4%

21.0%

26.1%

35.3%

40.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

男 性

（ｎ=1,707）

（複数回答）

3.7%

11.3%

15.9%

22.1%

24.7%

20.6%

34.7%

50.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

女 性
（複数回答）

（ｎ=1,375）

フレックスタイムなどの

多様な働き方の導入

上司や同僚の理解促進

職場の雰囲気づくり

育児休業の

希望期間の取得

育児休業中や復帰後の

サポート体制の充実

残業や休日出勤が

必要ない業務への配慮

育児休業取得者に

不利な扱いをしない

育児休業の

法定期間以上の取得

その他（任意記載）
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＜その他の意見（抄）＞

・男性の積極的な育児休業の取得（20歳代・女性 外３件）

（ ）・ 40歳代・女性 外３件学校行事等に参加できるよう有給休暇を取りやすくする。

・ （40歳代・女性 外１件）育児休業の取得により負担が増える人のフォローも必要

図表29：≪全国≫全体/子どもを有する女性/男女別集計（抄）

全国調査結果出典：内閣府「平成22年度結婚・家族形成に関する調査報告書」

66.8%

56.5%

69.0%

67.7%

43.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全 体

（ｎ=10,000）

（複数回答）

76.3%

72.0%

82.1%

85.9%

60.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

子どもを有する女性

（ｎ=478）

（複数回答）

フレックスタイムなどの

多様な働き方の導入

上司や同僚の理解促進

職場の雰囲気づくり

育児休業等が

利用できること

残業や休日出勤が

必要ない業務への配慮

有給休暇が

取得しやすいこと

63.5%

51.4%

61.9%

58.8%

36.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

男 性

（ｎ=5,484）

（複数回答）

70.9%

62.7%

77.6%

78.5%

52.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

女 性
（複数回答）

（ｎ=4,516）

フレックスタイムなどの

多様な働き方の導入

上司や同僚の理解促進

職場の雰囲気づくり

育児休業等が

利用できること

残業や休日出勤が

必要ない業務への配慮

有給休暇が

取得しやすいこと
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５ 若者の県外等転出抑制・呼戻しのための取組等

(1) 若者の県外等転出抑制・呼戻しのための取組

➢ 若者の県外等転出抑制・呼戻しのための取組は、全体、県外出身・県外居住

歴あり、20歳代及び30歳代ともに「まちづくり・生活環境の整備」や「雇用の

創出・確保 「定住促進支援の充実」の回答が上位【図表30】」、

➢ 男女別では、全体及び20歳代・30歳代ともに、男性は女性と比較して、雇用

に関する回答割合が、女性は男性と比較して、生活環境等に関する回答割合が

高い 【図表31】。

若者の都市部への転出抑制や県外に転出した若者の呼戻しのために、【設問概要】

行政で充実すべき取組（設問15）

【回答結果】

図表30：全体/県外出身・県外居住歴あり/20歳代/30歳代別集計

3.1%

7.1%

13.4%

20.4%

28.7%

31.5%

37.9%

40.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

全 体
（複数回答）

（n=3,082）

活気あるまちづくり・

生活環境の整備

産業振興等による

雇用の創出・確保

Ｕターンなどの

定住促進支援の充実

若者への県内企業等の

情報発信

農林業の再生による

農山村で働く場の創出

大学などの

高等教育機関の誘致等

幼少期からの

とちぎへの愛着の醸成

その他（任意記載） 4.4%

6.9%

13.8%

21.0%

26.7%

33.7%

39.4%

38.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

県外出身・県外居住歴あり
（複数回答）

（n=1,856）

活気あるまちづくり・

生活環境の整備

産業振興等による

雇用の創出・確保

Ｕターンなどの

定住促進支援の充実

若者への県内企業等の

情報発信

農林業の再生による

農山村で働く場の創出

大学などの

高等教育機関の誘致等

幼少期からの

とちぎへの愛着の醸成

その他（任意記載） 4.0%

7.2%

13.2%

19.9%

29.5%

30.8%

39.7%

40.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

30 歳 代

1.7%

6.3%

15.5%

19.9%

32.1%

29.2%

33.8%

42.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

20 歳 代
（複数回答）

（n=853）（n=760）

（複数回答）
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図表31：全体/20歳代・30歳代男女別集計

≪凡 例≫ 男性 女性■ ■

＜その他の意見（抄）＞

・栃木県の良さを対外的にＰＲすることが必要（20歳代・女性 外３件）

・車がなくても、不便なく生活ができるようにする （40歳代・男性）。

・幼いうちから、地元の企業や産業、伝統工芸などに触れる機会を増やし、地域

のことよく知る教育が大切（30歳代・女性）

・政府機関を東京から地方へ移転させる （50歳代・男性）。

2.0%

6.4%

14.7%

16.5%

32.6%

32.7%

33.4%

46.5%

3.7%

7.1%

14.0%

22.8%

29.2%

27.8%

40.0%

37.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

20歳代・30歳代の男女

1.7%

6.5%

14.7%

16.9%

31.1%

34.7%

35.1%

44.1%

4.3%

7.5%

12.4%

23.3%

26.8%

28.9%

40.2%

38.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

全 体

活気あるまちづくり・

生活環境の整備

産業振興等による

雇用の創出・確保

Ｕターンなどの

定住促進支援の充実

若者への県内企業等の

情報発信

農林業の再生による

農山村で働く場の創出

大学などの

高等教育機関の誘致等

幼少期からの

とちぎへの愛着の醸成

その他（任意記載）

（複数回答）（複数回答）

（男性 n=1,707）

（女性 n=1,375）

（男性 n=760）

（女性 n=740）
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(2) 新たな定住者を呼び込むための取組

➢ 県内に新たな定住者を呼び込むための取組は、全体、県外出身・県外居住歴

あり及び年代別ともに「暮らしやすい環境の充実」や「雇用の確保 「魅力あ」、

るコミュニティづくりの推進」の回答が上位【図表32・33】

➢ 年代別では、年代が高くなるとともに、高齢者が住みやすい「コンパクトシ

ティの形成」の回答割合が増加【図表33】

県内に新たな定住者を呼び込むため、行政が充実すべき取組（設問16）【設問概要】

【回答結果】

図表32：全体/県外出身・県外居住歴あり別集計

2.3%

10.0%

11.4%

16.6%

19.0%

31.4%

43.2%

51.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

全 体
（複数回答）

（n=3,082） 3.1%

10.6%

11.6%

16.5%

18.4%

32.0%

42.9%

51.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

県外出身・県外居住歴あり

（複数回答）

（n=1,856）

暮らしやすい環境の充実

魅力ある雇用の確保

魅力ある

コミュニティづくりの推進

若者への県内企業等の

積極的な情報発信

田舎暮らしの推進

観光振興や

都市との交流の活発化

コンパクトシティの

形成促進

その他（任意記載）
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図表33：年代別集計

＜その他の意見（抄）＞

・栃木県は災害が少ないことをアピールする （40歳代・男性 外１件）。

・地域の人との信頼関係の構築が大切（30歳代・男性）

2.9%

11.4%

11.4%

18.7%

17.1%

32.2%

38.3%

53.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

40 歳 代
（複数回答）

（n=884） 3.1%

16.2%

12.1%

16.9%

21.5%

29.1%

37.4%

47.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

50 歳 代
（複数回答）

（n=585）

2.2%

7.6%

10.8%

17.0%

19.7%

33.4%

44.1%

52.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

30 歳 代
（複数回答）

（n=853）1.2%

6.3%

11.3%

13.7%

18.6%

30.1%

52.1%

52.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

20 歳 代
（複数回答）

（n=760）

暮らしやすい環境の充実

魅力ある雇用の確保

魅力ある

コミュニティづくりの推進

若者への県内企業等の

積極的な情報発信

田舎暮らしの推進

観光振興や

都市との交流の活発化

コンパクトシティの

形成促進

その他（任意記載）

暮らしやすい環境の充実

魅力ある雇用の確保

魅力ある

コミュニティづくりの推進

若者への県内企業等の

積極的な情報発信

田舎暮らしの推進

観光振興や

都市との交流の活発化

コンパクトシティの

形成促進

その他（任意記載）
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６ 女性の活躍推進（主な意見）

(1) 女性の活躍推進について

就業以外の選択

働きたい女性には、全力で応援をすべきである。一方で、家庭に入りたいと考え

▲

る女性を応援することも女性活躍推進の一つの形ではないか？【20歳代・男性】

。【 】

▲

家庭を大切にしたいと考える女性もいることを理解してほしい 20歳代・女性

女性の活躍推進も必要であるが、専業主婦の役割や母としての重要性についても

▲

理解を深めるべきである。ＰＴＡ活動や地域のボランティア活動等を支えている者

の多くは、専業主婦である 【40歳代・男性】。

社会進出をしたい女性もいれば、育児に専念したい女性もおり、人それぞれの生

▲

き方がある 【50歳代・女性】。

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 4 6 5 11 26

女 性 10 7 13 8 38

計 14 13 18 19 64

少子化進行への憂慮

女性の社会進出が進んだ結果、晩婚化や少子化が進んだことは否めない 【30歳

▲

。

代・男性】

女性がさらに社会進出すれば、子どもはより減ると考える 【30歳代・女性】
▲

。

女性の活躍を推進する一方、少子化問題も突きつけられており、矛盾を感じてい
▲

る 【40歳代・男性】。

女性の社会進出はめざましく、一女性としてうれしく思う反面、晩婚化が進み、

▲

少子化が進行することを憂慮している。女性の活躍推進よりも、将来のために少子

化の進行を食い止める方が優先ではないのか？【50歳代・女性】

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 6 12 10 2 30

女 性 3 5 4 12

計 6 15 15 6 42
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女性活躍推進への異論

女性の活躍推進に必要以上に取り組む必要はない。現在でも女性は十分に優遇さ

▲

れている 【40歳代・男性】。

女性活躍推進は良いことだと思うが、その分、責任や精神的負担も大きい。必要

▲

以上に推進することはない 【40歳代・女性】。

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 5 6 5 2 18

女 性 3 3

計 5 6 8 2 21

女性活躍推進の方法

女性活躍は推進してほしいが、そのために女性を特例的に採用・昇進・昇格させ

▲

ることは望ましくない 【30歳代・男性】。

過剰な支援は逆差別になり、むしろ自立を感じなくなる 【30歳代・女性】

▲

。

女性活躍推進とは、男女を問わず、仕事の成果が正当に評価される仕組みを作る

▲

ことである 【40歳代・男性】。

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 2 5 6 4 17

女 性 2 1 2 1 6

計 4 6 8 5 23
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(2) 女性活躍推進に必要な社会や家庭での取組

意識改革：女性の意識改革

女性活躍推進に当たっては、女性も「女性だから…」という甘えのような意識を

▲

なくすことが必要【20歳代・女性】

女性に若いうちから、リーダーとなる可能性があることを意識させることが必要

▲

【40歳代・男性】

女性が活躍するためには、仕事に関する責任感を向上させるなど、女性自身の意

▲

識改革も必要【40歳代・男性】

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 1 1 13 5 20

女 性 3 1 1 2 7

計 4 2 14 7 27

意識改革：男性の意識改革

女性の社会進出には、男性の働き方の変化が不可欠【20歳代・男性】

▲

女性が仕事をするには、家事・子育ての分担など、男性の協力や意識改革が必要

▲

【20歳代・女性】

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 6 9 7 5 27

女 性 16 14 19 28 77

計 22 23 26 33 104

意識改革：社会の意識改革

女性の社会進出は良いことだが、様々な面で「女性はこうあるべき」という偏見

▲

があるのも事実であり、こうした意識をなくしていくことが必要【20歳代・男性】

男女は身体的特性が異なる以上、一定の区別は必要であり、男性の仕事を女性が

▲

行うようになるだけでは負担が重くなるだけである。女性の活躍を推進する前に、

その点について、社会的に意識啓発をすることが必要【30歳代・男性】

多様化する女性の生き方を社会が理解することが重要【30歳代・女性】

▲
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≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 11 9 14 15 49

女 性 10 14 13 22 59

計 21 23 27 37 108

行政の取組：安心して子どもを預けられる施設の充実

女性の就業には、保育所や放課後児童クラブを整備し、待機児童を解消すること

▲

が不可欠【20歳代・男性】

子どもが熱を出しても、急には休めないこともあり、病児・病後児保育の充実が

▲

必要【30歳代・女性】

保育所が19時までだが、残業にも対応できるよう充実が必要【40歳代・女性】

▲

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 15 24 24 19 82

女 性 28 40 31 39 138

計 43 64 55 58 220

行政の取組：雇用の創出・確保

女性の活躍推進は望ましいことだが、女性の雇用が重視され、男性の雇用が減少

▲

することを危惧している。女性をどのような分野で雇用するのか整理が必要ではな

いか？【20歳代・男性】

妊娠・出産を契機に離職した女性が正社員として再就職することは難しいという

▲

現実があり、このような雇用環境の改善が必要【30歳代・女性】

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 9 8 12 14 43

女 性 11 13 17 19 60

計 20 21 29 33 103
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企業の取組：上司や同僚の理解促進・職場の雰囲気づくり

育児休業や有給休暇等をためらわずに取得できる職場環境づくりが必要【20歳代

▲

・男性】

育児休業から復帰等する際に、大きな不安を抱えている。会社全体で、社会復帰

▲

をサポートする体制が必要【20歳代・女性】

女性の就業には男性（夫）の協力が必要であり、そのことに対する会社の理解が

▲

必要【30歳代・男性】

子どもの急病や学校行事への参加に対する理解と支援が必要【30歳代・女性】

▲

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 14 23 12 8 57

女 性 21 35 21 17 94

計 35 58 33 25 151

企業の取組：多様な勤務形態

子育て中の女性は多忙であるため、短時間勤務やフレックス制が認められるよう

▲

になればよい 【20歳代・男性】。

仕事と家庭を両立できるよう在宅勤務が認められればよい 【30歳代・女性】

▲

。

子育て中の女性は、基本的に残業や休日出勤がある業務に就かないなどの配慮が

▲

必要【30歳代・女性】

≪回答者属性別意見数≫ （単位：件）

区 分 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

男 性 5 9 10 3 27

女 性 8 5 4 6 23

計 13 14 14 9 50

その他女性の活躍推進に係る取組

経営陣や管理職への女性の積極的な登用【20歳代・男性 外17件】

▲

女性が身近で意見交換や情報共有等ができる場の整備【20歳代・女性 外４件】

▲

配偶者控除の見直し・廃止【30歳代・女性 外３件】

▲

女性の仕事・結婚・妊娠・出産のライフプラン形成支援【20歳代・女性 外３件】

▲

女性の起業支援【40歳代・女性】

▲
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